
７．マイナンバーカードの積極的な取得と
利活用の促進について



私学共済におけるマイナンバーカード取得促進策等

●マイナンバーカードの取得促進に向けた取組
学校法人向けと加入者向けに、加入者証の新規発行時等におけるマイナンバーカードの取得要請をはじめ、以下の手段
を用いて、順次、マイナンバーカードの取得要請及びオンライン資格確認に関する周知・広報を行う
【学校法人向け】
・事業団より、学校法人に対し、健康保険証のマイナンバーカードへの円滑な移行に関する加入者への情報提供、マイ
ナンバーカード取得促進の取組及び取得状況等の把握を要請
・ホームページ及び学校法人向け広報誌「月報私学」において、健康保険証のマイナンバーカードへの移行等に関する
情報提供とともに、加入者及び被扶養者のマイナンバーカードの取得促進を要請、関連情報を掲載（学校法人におけ
る一斉取得の取組や市区町村における出張申請サービスの活用など）
・学校法人事務担当者等を対象とした事務担当者連絡会（年２回開催）で加入者のマイナンバーカード取得に関する説
明、周知及び市区町村における出張申請サービスの活用の依頼

【加入者向け】
・ホームページ及び加入者向け広報誌「レター」においてマイナンバーカードの取得を要請、関連情報を掲載
・加入者への医療費通知や被扶養者への特定健診受診券の送付時にマイナンバーカードの取得を要請

●フォローアップ
・業所管官庁によるアンケート調査等にあわせて、事業団によるアンケート調査等により、学校法人における取得促進の
取組みと取得状況を定期的に把握（事務担当者連絡会の活用）
・マイナンバーカードの保険証としての登録状況を日本私立学校振興・共済事業団が支払基金から情報提供を受けて、定
期的に把握の上、必要な対策を講ずる
・マイナンバーカード取得促進策の他保険者等におけるベストプラクティスの横展開を推進

・ 関係団体等へマイナンバーカード取得の促進について依頼
・ 事業団の取組みや取得状況等について、定期的に把握するとともに、必要な対策を講ずる

○ 日本私立学校振興・共済事業団（私学共済加入者58万人・被扶養者34万人）では、以下の取組により、デジタル・ガバメ
ント閣僚会議において示される交付スケジュールの想定のもと、令和４年度中にほとんどの加入者等がマイナンバーカー
ドを取得することを想定して、加入者等のマイナンバーカードの取得と初回登録（保険証としての登録）の促進に取り組む。

〇 移行スケジュールについては、今後の環境整備の進捗状況等を踏まえつつ、更なる具体化を含め、見直しを行う。

【日本私立学校振興・共済事業団】

【文部科学省】

第５回デジタル・ガバメント閣僚会議
（令和元年９月３日）資料より抜粋





2021年3月（予定）から

マイナンバーカードが
健康保険証として
利用できるようになります！

マイナンバーPRキャラクター
マイナちゃん

公的個人認証サービスPRキャラクター
マイキーくん

よくある質問にお答えします

いつから健康保険証として
使えるようになるの？

2020年度から医療機関や薬局で順次必要
な機器を導入していくこととしています。
2021年3月（予定）の利用開始時に、全国の
医療機関や薬局の6割程度、2023年3月末
には、おおむね全ての医療機関や薬局での
導入を目指しています。

どこの病院や薬局で
使えるの？

マイナンバーを見られるのが
不安です

医療機関や薬局の窓口職員が、マイ
ナンバーを取り扱うことはありません。
もし見られたとしても、他人があなた
のマイナンバーを使って手続すること
はできない仕組みになっています。

健康保険証として使えるようになっても、
受診歴や薬剤情報などプライバシー性の
高い情報がカードのICチップに入ることは
ありません。
落としたり、失くしたりした場合は、下記
フリーダイヤルで24時間365日体制で
カードの一時利用停止を受け付けています。

マイナンバーカードを
持ち歩いて大丈夫なの？

マイナンバーについてのお問合せ

通知カード、マイナンバーカード

050-3818-1250
その他のお問合せ

050-3816-9405

▼ 一部のIP電話等で上記ダイヤルにつながらない場合

マイナンバー制度について

0120-0178-26

通知カード、マイナンバーカード

0120-0178-27

▼ 英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語対応のフリーダイヤル
This telephone number is toll-free corresponding to English, Chinese, Korean, Spanish and Portuguese.

Inquiries about My Number System Inquiries about Notification Card and My Number Card

0120-95-0178
マイナンバー総合フリーダイヤル

マ イ ナン バー
紛失・盗難による
マイナンバーカードの
利用停止については
24時間

365日受付！

マイナンバーカードの
↓申請方法はこちら↓

https://www.kojinbango-
card.go.jp/kofushinse/

平　日　9：30～20：00
土日祝　9：30～17：30

受付時間（年末年始を除く）

健康保険証としての利用は、2021年
3月から順次始まる予定です。
利用に必要な事前登録は、2020年度
はじめから、マイナポータルで申し込み
ができます。

記号　
　　　

　　番
号

氏名　
マイナ

○○○
○

被保険
者証



利用には事前に登録が必要です

（＊）子育てや介護をはじめとする行政手続の検索やオンライン
申請がワンストップでできたり、行政からのお知らせを受け取る
ことができる自分専用のサイトです。

マイナポータルは
こちらから

マイナンバーカードを健康保険証として
利用するためには、事前に登録が必要です。
登録の申込は、2020年度はじめからマイナ
ポータル＊でできるようになります。

マイナンバー（12桁の数字）は使いません！
マイナンバーカードの健康保険証利用には、ICチップの
中の「電子証明書」を使うため、マイナンバー（12桁の数
字）は使われません。医療機関や薬局の受付窓口でマイ
ナンバーを取り扱うことはありませんし、ご自身の診療
情報がマイナンバーと紐づけられることもありません。

ICチップの中の
「電子証明書」で
本人確認！

ICチップには、受診歴や薬剤情報などの個人情報は記録されません。

カードリーダーにかざせば、スムーズに医療
保険の資格確認ができ、医療機関や薬局の
受付における事務処理の効率化が期待でき
ます。

マイナンバーカードを使えば、就職や転職、
引越ししても保険証の切替えを待たずに
カードで受診できます。

2021年3月（予定）から
マイナンバーカードが健康保険証として利用できるようになります！

どうやって
使うの？

ピッと
かざすだけ！

マイナンバーカードを
カードリーダーにかざす１

医療機関や薬局の受付で、マイナンバーカードを
カードリーダーにかざします。カードの顔写真を
機器、又は職員が目視で確認します。

オンラインであなたの
医療保険資格を確認！

マイナンバーカードのICチップにある電子
証明書により医療保険の資格をオンラインで
確認します。　　　

2

とっても
簡単！

○ ○ 病 院 総 合 受 付

どんないいことが？

健康保険証として
ずっと使える！

POINT!

1
POINT!

2

窓口への書類の持参が
不要に！

POINT!

3
オンラインによる医療保険資格の確認により、
高齢受給者証や高額療養費の限度額認定証
などの書類の持参が不要になります。

健康管理や医療の質が向上！
POINT!

4
マイナポータルで、自分の薬剤情報や特定健診
情報を確認できるようになります。
（2021年秋頃予定）
患者の同意のもと、医師や歯科医師がオンライン
で薬剤情報や特定健診情報を、また、薬剤師も
薬剤情報を確認できるなど、より多くの情報を
もとに診療や服薬管理が可能となります。

医療保険の
事務コストの削減！

POINT!

5
医療保険の請求誤りや未収金が減少するなど、
保険者等の事務処理のコスト削減につながり
ます。

マイナンバーカードで
医療費控除も便利に！

POINT!

6
マイナポータルを活用して、ご自身の医療費情報
を確認できるようになります（2021年秋頃予定）。
確定申告でも、マイナポータルを通じて医療費
情報を取得し、医療機関等の領収書がなくても
手続ができるようになります。

診察券入れ

医療保険の資格確認が
スピーディに！

Cost  reduction

６ つ の メ リ ッ ト

※機器を使う場合、顔写真は保存されません。

※保険者への加入の届出は引き続き必要です。
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女

※自治体独自の医療費助成等については書類の持参が必要です。

ス
マ
ホ
で
も

登
録
で
き
る
！















39



40



41



８．民法改正について



民法改正が学校法人に与える影響について～概論～

今回の改正の趣旨

明治29年（1896年）に民法が制定された後、債権関係の規定（契約
等）について約120年間にわたり実質的な見直しがほとんど行われ
ていなかった。今回の改正では、
①約120年間の社会経済の変化への対応を図るために実質的に
ルールを変更する改正

②現在の裁判や取引の実務で通用している基本的なルールを
法律の条文上も明確にし、読み取りやすくする改正

を行った。

経緯・スケジュール

平成21年10月28日 法制審議会に対し民法（債権関係）の見直し
に関する諮問

平成27年2月20日 法制審議会民法（債権関係）部会要綱案決定
2月24日 法制審議会総会要綱決定（全会一致）→答申
3月31日 閣議決定・法案提出

平成29年5月26日 成立
6月２日 公布

令和２年4月１日 施行

民法とは

社会生活の基礎的なルールを定める法律であり、学校法人に限らず
社会生活を送る全ての人に関係の深い法律。対象となる領域は、物
権や債権といった財産関係から親族・相続といった家族関係まで規
律しており、第１条から第1044条までで構成されている。

民法の構成

第１編 総則

第２編 物権

第３編 債権
…今回の改正の中心

第４編 親族

第５編 相続



民法改正が学校法人に与える影響について～保証①～

①個人による包括根保証の禁止の対象拡大（改正民法第465条の2～4）

主債務 貸金等債務が含まれる
貸金等債務

が含まれない（改正前）
貸金等債務

が含まれない（改正後）

極度額 極度額の定めは必要 極度額の定めは不要 極度額の定めは必要

元本確定期日
（保証期間）

５年以内（定めなければ３
年）

制限なし 制限なし

元本確定事由
（特別事情による
保証の終了）

破産・死亡などの事情があ
れば保証は打ち切り

特に定めなし
破産・死亡などの事情（主債
務者の破産等を除く）があれ
ば保証は打ち切り

保証とは

主債務者が債務の支払をしない場合に、これに代わって支
払をすべき義務のこと

通常の保証：契約時に特定している債務の保証
（例：住宅ローンの保証）
根保証：将来発生する不特定の債務の保証
（例：継続的な事業用融資の保証）

学校法人への影響と対策（例）
○在学契約締結の際の保護者等による学納金支払債務等の債務保証
→在学契約により発生する債務は貸金等債務ではないと考えられるため、今回の改正により極度額の定めが
必要となった。



民法改正が学校法人に与える影響について～保証②～

③主債務者が期限の利益（※）を喪失した場合の情報提供義務（改正民法4第58条の3）

②主債務の履行状況に関する情報提供義務（改正民法第465条の2～4）

学校法人への影響と対策（例）
○在学契約締結の際の保護者等による学納金支払債務等の債務保証
…保証人たる保護者等から請求があったときは、債権者である学校法人は、遅滞なく、学生による学納金の
支払い状況その他の履行状況に関する情報を提供しなければならない。

○奨学金や学費滞納時の滞納学費の分割弁済（期限の利益喪失条項がある場合等）
…主債務である奨学金や滞納学費の支払が滞り、期限の利益を喪失した場合には、債権者である学校法人が
期限の利益の喪失を知った時から２か月以内にその旨を保証人に通知しなければならない。

債権者は、保証人から請求があったときは、主債務の元本、利息及び違約金等に関する次の情報を提供しなけれ
ばならない。
① 不履行の有無（弁済を怠っているかどうか）
② 残額
③ 残額のうち弁済期が到来しているものの額

対象 情報提供義務の内容 義務違反の場合の措置

保証人が個人であ
る保証一般

主債務者が期限の利益を喪失した
ときは債権者は、保証人に対し、
その喪失を知った時から２か月以
内に、その旨を通知しなければな
らない。

２か月以内に通知をしなかったときは、債権者は、期
限の利益を喪失した時からその後に通知を現にするま
でに生じた遅延損害金については、保証債務の履行を
請求することができない（主債務者は支払義務を負
う。）。

※期限の利益･･･例えば、分割払の約定がされ、弁済が猶予される結果、期限が到来しないことによって債務者が受ける
利益をいう。契約中、このことについて定めた条項を通例「期限の利益条項」
（例…「１回でも返済を遅滞した場合、貸主が請求したときは、残額全てについて期限の利益を喪失する」)
という。

※ただし、請求をすることができるのは、主債務者
から委託を受けた保証人（法人も可）に限られる。



民法改正が学校法人に与える影響について～保証③～

⑤保証契約締結時の情報提供義務（改正民法第465条の10）

④事業用融資における第三者保証の制限（公証人による意思確認手続の新設）（改正民法第465条の6～9）

事業用融資の保証契約は、公証人があらかじめ個人保証人本人から直接その保証意思を確認しなければ、効力を
生じない。ただし、このルールは次のものには適用しない。

(1) 主債務者が法人である場合の理事、取締役、執行役等
(2) 主債務者が法人である場合の総株主の議決権の過半数 を有する者等
(3) 主債務者が個人である場合の共同事業者又は主債務者 が行う事業に現に従事している主債務者の配偶者

対象 提供すべき情報 情報提供義務違反の場合の措置

個人に対して事業上の
債務の保証を委託する
場合 （貸金債務の保証
に限らない）

①財産及び収支の状況
②主債務以外の債務の有無、その
債務の額、その債務の履行状況

③担保として提供するもの（例え
ば、ある土地に抵当権を設定す
るのであれば、その内容）

保証人は、保証契約を取り消すことができる。た
だし、次の要件を満たすことが必要。
①保証人が主債務者の財産状況等について誤認
②主債務者が情報を提供しなかったこと等を債権
者が知り、又は知ることができた

学校法人への影響と対策（例）
○④については、学校法人が金融機関等から借入れを行った場合に、理事が保証人になる場合が考えられるが、
上記(1)で適用外とされているので、影響は限定的。

○⑤についても、同じく学校法人が金融機関等から借入れを行った場合に、理事が保証人になる場合が考えら
れるが、この場合、通常理事は学校法人の財務状況等を把握しているであろうから、当該財産状況等の誤認
の可能性は低いので、取消権発生の状況は通常想定しにくい。
また、主債務が「事業上の債務」という要件があるので、学生が奨学金の返済や学納金の支払を行う場面に
おいては通常問題とならない。



民法改正が学校法人に与える影響について～定型約款①～

①定型約款とは（改正民法第548条の2第1項）

約款とは

大量の同種取引を迅速･効率的に行う等のために作成された
定型的な内容の取引条項

例えば、鉄道やバスの運送約款、電気・ガスの供給約款、
保険約款、インターネットサイトの利用規約など、多様な
取引で広範に活用されている。

(1) ある特定の者が不特定多数の者を相手方とする取引で、
(2) 内容の全部又は一部が画一的であることが当事者双方にとって合理的なものを
「定型取引」と定義した上、 この定型取引において、

(3) 契約の内容とすることを目的として、その特定の者により準備された条項の総体

【該 当】 鉄道・バスの運送約款、電気･ガスの供給約款、保険約款、インターネットサイトの利用規約 等
【非該当】 一般的な事業者間取引で用いられる一方当事者の準備した契約書のひな型、労働契約のひな形 等

学校法人への影響と対策（例）
○学則等諸規程（以下、「学則等」とする）が「定型約款」に該当するかが問題となる。
○(1)との関係で、ある特定の者が不特定多数の者を相手方とする取引であるか否かは、在学契約は多数の学生に
教育サービスを提供するのと引き換えに学納金の支払いを受ける取引なので、要件を満たす可能性がある。
○(2)との関係で、学費等の条件が画一的であることは学校法人にとっても管理コストの肥大化を避けることがで
きるし、学生としても基本的に同じ教育サービスを享受する以上同一条件であることは合理的であり、要件を
満たす可能性がある。
○以下、学則等が定型約款に該当するものとして記述する。
（仮に該当しないとしても、定型約款の手続にのっとって処理することで、通常の約款としての組み入れ・
変更の有効性も確保されやすくなるものと思われる。）



民法改正が学校法人に与える影響について～定型約款②～

③不当条項の規制（改正民法第548条の2第2項)

②定型約款が契約内容となる要件（改正民法第548条の2第1項)

次の場合は、定型約款の条項の内容を相手方が認識していなくても合意したものとみなし、契約内容となることを
明確化
① 定型約款を契約の内容とする旨の合意があった場合
② （取引に際して）定型約款を契約の内容とする旨をあらかじめ相手方に「表示」していた場合

（定型取引の特質に照らして）相手方の利益を一方的に害する契約条項であって信義則（民法第１条第２項）に反
する内容の条項については、合意したとはみなさない（契約内容とならない）ことを明確化

学校法人への影響と対策（例）
○入学者が入学時に設置校へ差し入れる誓約書等に「学則等の諸規程が適用されることにつき同意する」といっ
た趣旨の文言を入れておく必要がある。

④定型約款の変更要件（改正民法第548条の4第1項)

次の場合には、定型約款準備者が一方的に定型約款を変更することにより、契約の内容を変更することが可能であ
ることを明確化

(1) 変更が相手方の一般の利益に適合する場合
(2) 変更が契約の目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の相当性、定型約款の変更をすることがあ
る旨の定めの有無及びその内容その他の変更に係る事情に照らして合理的な場合

学校法人への影響と対策（例）
○④(2)の要件をより満たしやすくするため、学則等において定型約款の変更をすることがある旨の定めを設け
ておく。

○④(2)の変更の際には、その合理性を示すことのできる資料を十分に準備する必要がある。



民法改正が学校法人に与える影響について～消滅時効①～

①時効期間（改正民法第166条）

消滅時効とは

権利を行使しないまま一定期間が経過した場合に、その権
利を消滅させる制度

〈例〉
債権者Ａは、平成２７年４月１日、債務者Ｂに対して、
平成１０年に貸した１０００万円の返済を求めた。
債務者Ｂは、平成１５年頃までに１０００万円を分割返
済したことから、その領収証等を捨ててしまっている。

改正前

起算点 時効期間 具体例

原則
権利を行使でき
るとき

10年
個人間の売買
代金債権など

職業別
権利を行使でき
るとき

１年
飲食料、宿泊
料など

２年
学納金債権、
弁護士報酬な
ど

３年
医師、助産師
の診療報酬な
ど

商事
権利を行使でき
るとき

５年 商事債権

改正後

起算点 時効期間

権利を行使で
きることを
知ったとき

５年

権利を行使で
きるとき

１０年



民法改正が学校法人に与える影響について～消滅時効②～

②生命・身体の侵害による損害賠償請求権の時効期間の特則（改正民法第167条・第724条の2）

改正前

起算点 期間

債務不履行に
基づく損害賠償

請求権

権利を行使
することが
できる時か
ら

１０年

不法行為に
基づく損害賠償

請求権

知った時か
ら

３年

不法行為の
時から

２０年

改正後

起算点 時効期間

債務不履行に基づく
損害賠償請求権

権利を行使することが
できることを知った時から

５年

権利を行使することが
できる時から

１０年

不法行為に基づく
損害賠償請求権

損害及び加害者を知った時から ３年

不法行為の時から
（＝権利を行使すること
ができる時から）

２０年

＜上記の特則＞
生命・身体の侵害

による損害賠償請求権

知った時から ５年

権利を行使することが
できる時から

２０年

学校法人への影響と対策（例）
○学校事故で生命・身体の損害が発生した場合、学校法人は加害者となり、今回の改正により損害賠償請求を受
ける期間が長くなり、事故後に対応を要する期間がより長くなる可能性



民法改正が学校法人に与える影響について～その他～

その他

○錯誤に関する見直し（改正民法第95条）
○法定利率の引き下げ（改正民法第404条等）
○債務不履行による損害賠償の帰責事由の明確化（改正民法第415条）
○債権の譲渡禁止特約に違反する債権譲渡の効力が原則無効から有効に
（改正民法第466条等）
○危険負担に関する見直し（改正民法第536条等）
○契約解除の要件に関する見直し（改正民法第541条等）
○瑕疵担保責任が契約不適合責任への変更（改正民法第562条等）
○賃貸借契約に関する見直し（改正民法第605条の2等）
○請負契約に関する見直し（改正民法第634条等）

etc…

詳細は法務省のHPをご覧ください。
「民法の一部を改正する法律（債権法改正）について」
http://www.moj.go.jp/MINJI/minji06_001070000.html



９．学校債及び学校貸付債権に係る
開示規制について



 暗号資産交換業者に対し、顧客の暗号資産は、原則として
信頼性の高い方法(コールドウォレット等)で管理することを
義務付け

それ以外の方法で管理する場合には、別途、見合いの弁済
原資(同種・同量の暗号資産)を保持することを義務付け

 暗号資産交換業者に対し、広告・勧誘規制を整備

 暗号資産の管理のみを行う業者(カストディ業者)に対し、暗号
資産交換業規制のうち暗号資産の管理に関する規制を適用

暗号資産の交換・管理に関する業務への対応

情報通信技術の進展に伴う金融取引の多様化に対応するための
資金決済に関する法律等の一部を改正する法律の概要

情報通信技術の進展に伴う
金融取引の多様化

金融の機能に対する信頼向上や
利用者保護等の必要

その他情報通信技術の進展を踏まえた対応

 情報・データの利活用の社会的な進展を踏まえ、

 金融機関の業務に、顧客に関する情報をその同意を得て第三者に提供する業務等を追加

 保険会社の子会社対象会社に、保険業に関連するIT企業等を追加

 金融機関が行う店頭デリバティブ取引における証拠金の清算に関し、国際的に慣行となっている担保権の設定による方式に
対応するための規定を整備

暗号資産を用いた新たな取引や不公正な行為への対応

 暗号資産を用いた証拠金取引について、外国為替証拠金
取引(FX取引)と同様に、販売・勧誘規制等を整備

 収益分配を受ける権利が付与されたICO(Initial Coin
Offering)トークンについて、

 金融商品取引規制の対象となることを明確化

 株式等と同様に、投資家への情報開示の制度や販売・勧誘
規制等を整備

 暗号資産の不当な価格操作等を禁止

国際的な動向等を踏まえ、法令上の「仮想通貨」の呼称を「暗号資産」に変更



電子記録移転権利に対する開示規制

電子記録移転権利については、その流動性の高さを踏まえ、金融商品取引法における株式等の流動
性の高い有価証券と同様に第一項有価証券と位置づけて、開示規制を適用。

流動性の高い有価証券

（第一項有価証券）

公衆縦覧型の開示
発行開示（有価証券届出書）
継続開示（有価証券報告書）

金融商品取引法における情報提供（開示）の仕組み

流動性の乏しい有価証券

（第二項有価証券）

資産金融型証券

※一定の限定された範囲の
事業/資産等

企業金融型証券

※発行者の事業/資産等

【開示の内容】【募集の態様】【有価証券の種類】

公募
（50人以上に勧誘）

（１億円以上）

（適格機関投資家私募、
少人数私募）

私募（注）

公募
（500人以上保有）
（１億円以上）

（少人数私募）

私募（注）

（注）転売範囲を限定することを条件に公衆縦覧型の開示を免除。

資産金融型証券
※一定の限定された範囲の事
業/資産等

特定有価証券府令

開示府令・学校債券（従来型）
・電子記録移転権利（暗号
資産に係る技術を用いた学
校貸付債権）
はこちらに含まれます。

学校貸付債権等は

公衆縦覧型の開示
発行開示（有価証券届出書）
継続開示（有価証券報告書）

学校貸付債権（従来型） 企業金融型証券

※発行者の事業/資産等



集団投資スキーム持分等のうち
左記以外

集団投資スキーム持分等のうち
50%超を有価証券に投資するもの

開示規制の適用範囲

（特定有価証券）

適用除外適用

・国債
・地方債

・特別の法律により法人の発行
する債券

・特別の法律により設立された
法人の発行する出資証券
・貸付信託の受益証券

ほか

・資産流動化法に規定する特定
社債券、優先出資証券、特定目
的信託の受益証券

・投信法に規定する投資信託の
受益証券、投資証券

・信託法に規定する受益証券発
行信託の受益証券

ほか

・社債券

・優先出資法に規定する優先出
資証券
・株券又は新株予約権証券
・学校債券（従来型）

ほか

１項
有価

２項
有価

金商法
２条１項

金商法
２条２項
各号

有価証券投資事業権利等

学校
貸付債権

電子記録移転権利
暗号資産に係る
技術を用いた
学校貸付債権も
開示規制の対象に

含まれます


